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おわりに

はじめに

一一問題の所在一一

ソ連にゴルパチョフ政権が成立（1985年3月〕し

て以来，ソ連，コメコン加盟東欧諸国の対西側経

済接近が顕箸な動きとなっている。とくに一昨年

来，西側金融市場におけるこれら諸国の大型資金

借入れが相次いで実現しているのに加え惟I），西

側諸問との合弁事業をめざすさまざまなイニシア

ティプも各聞から出されている他2）。合弁事業に

ついては， 1987年 1月，ついにソ連も具体的なス

テップを踏み出すにいたった。ソ迷では，革命以

後1920年代に， NEP政策の一環として資本主義

諸国からの外資導入の可能性が提起されたことが

あり，事実いくつかのケースが存在したようであ

るが， 30年代に伝統的計画経済制度が成立して以

降は，こうしたイニシアティブ自体が否定される

にいたった位り。 1987年 1月13日付の措蹴（合弁

事業に関する法規程の制定〉はこうした睦史的背最

の下で画期的意義を有する借り。対西側経済接近
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の意思は，コメコンの側から提起された10数年ぶ

りの対EC関係改善（緊密化）の呼びかけにも示さ

れている恨め。

しかしここで忘れてならないのは， 1984年に

は，むしろコメコン・アウタルキー主義の主張が

コメコン内部で支配的だったことである。いまだ

チェルネンコ政権下にあった1984年6月に開催さ

れたコメコン諸国党首脳会談（いわゆる「コメコン・

サミ yト」）とその直後のコメコン総会では，コメ

コンの役割が一方的に強調されたのであり，当時

対西側経済関係の役割への言及は，ハンガリーを

除き，ほとんど見られなかったのである惟6）。つ

まり最近の対西側経済接近は，新しい動きと考え

なければならない。

むろんソ連・東欧諸国の路線転換の背長に西側

先進諸国の姿勢変化があることは疑いえない。ソ

連のアフガニスタン侵攻（1979年12月〉を契機とし

て開始され，ポーランドの戒厳令実施（1981年12

月〉によって頂点に遺した西側諸国の対ソ連・東

欧経済制裁（食料・エネルギー関連機器の禁輸，融資

停止等）は，すでに1984年にはかなり弛緩したと

思われ（この年から民間ベースの対東側信用供与の1再開

される），ココム規制を匁ljとすれば，今日ではほと

んどすべての制裁措置が撤廃されている。

と 西側諸問の姿勢変化にコメコン諸国

がかくも敏感に庇応したのは，コメコンの側にそ

れを必要とする事情があづたからに他ならない。
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「それを必要とする事情」とは何か。コメコン諸

問の行動を見る限り，その事情とは，経営能力ま

で含めた技術と資金（交換性通貨）の欠之であるこ

とが推測される。交換性通貨の欠之とは，本質

上，コメコン諸国の側に，コメコン内部でどうし

ても調逮しえない，しかし彼らにとって不可欠な

諸財がかなりの規模で存在することを意味する。

技術についても事情は同様である。先述のコメコ

ン・サミット後，コメコン諸国の間では，問サミ

ットでの合意（コメコン内技術協力の推進〉に沿い，

2国間ベースの中長期技術協力協定が相次いで締

結されたが，それからさほど時を縫ずして，原子

力発電，乗用車，その他一連の産業分野で，コメ

コン諸国の側から西側先進諸国に対し技術近代化

への協力要請が次々と表明されている。このこと

は，コメコン諸国がコメコン内での自主的技術革

新能力に不安を懐いていることを如実に物語って

いる。

以上からさしあたり引き出される結論は，コメ

コン・アウタルキー路線の実践的破たん（主観的

にはどうであれ〉である。もっともこうした認識

は，コメコン・ γウタルキー主義が声高に主張さ

れた1984年当時においても，コメコン諸国の指導

者層にとゥて自明なことだったのかもしれない。

なぜなら， 1960年代後半から70年代前半にかけて

のコメコン諸国の成長率上昇において，同時期に

爆発的に進展した東西間産業協力が大きな役割を

演じたことは周知のことだからである。

コメコン・アウタルキーの成立不能性は，コメ

コンの本質的限界を示している。だがこのこと

は，コメコ にとづてコメコンの存在が無意

味であった（ある〕ことを意味しない。コメコン諸

国の工業化，とりわけコメコン内中・後進諸国の

それが，意識的に調整されたコメコン市場（販売

ハンガリーの対コメコン貿易構造分析 (I)

先，務達先）なしに可能であったとは考えにくい

し，今日なお機械類輸出の圧倒的部分はコメコン

市場に販路を見い出しているのが現実である。と

りわけ， NICsの拾頭等の下で資本主義世界市場

における競争が尖鋭さを増している今日，ソ速か

らの振替ルーブル建てのエネルギー・原材料供給

に基礎づけられたコメコン市場の存在は，国際競

争力に乏しい工業製品しか有さないコメコン加盟

東欧諸国にとって，安定的に保障された避難場所

としての役割を一層高めている。もちろんコメコ

ン市場のこうした在り方は，本質上ソ連の犠牲負

担に立脚するものであり，ソ連がこうした役割を

どこまで果たしうるかは保障の限りでない。とく

に1983年の原油価格下落（逆オイルショック〉で開

始され， 85年末から86年前半にかけて急激に進行

したエネルギー価格の暴落は，ソ連の犠牲負担能

力を箸しく弱めた。既述のコメコン・サミット以

降顕著に強まった東欧諸闘の対ソ輸出品に対する

ソ連の品質向上要求は，かかる状況への庇応と考

えるべきだろう。

コメコン・アウタルキーが成立しない以上，ソ

連・東欧諸国にとゥて，ニつのttt界市場（資本主

義惟界市場と社会主義，とりわけコメコン市場〉との同

時接触は宿命である。単なる経済的考慮のみで行

動しえないソ連は別として，東欧諸国の場合，こ

のご二つの世界市場との関係を，自国にとってもっ

とも有利な形で構築することは，対外経済戦略に

おける最大のテーマとならざるをえない。ここで

の政策方向はこつありうる。第1は，西側との経

済関係は不可避としても，可能な限りコメコン内

で経済的諸必要を充足しようとする内向的方向

（さしあたり「コメコン・アウタノレキー路線Jと呼ぼう）

であり，第2，主，対西側経済開般化と対コメコン

関係を同列にとらえ，この附面において攻態的に
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打って出ょうとする方向（「世界的国際分業路線」）

である。本稿で取り上げるハンガリーは，明確に

後者の道を歩んでいる。しかしこの国において

も，ニつの路線をめぐる闘争に最終的決着がつけ

られたとは言いきれない。なぜなら対西側経済開

放化にはそれなりに多くの困難があり，開放化自

体によって自動的に経済的果実が保障されるわけ

でもないからである（注7¥

以上の仮説的状視認識をふまえ，本稿では，コ

メコンの役割と限界を，ハンガリーをとおして具

体的に把握しようとする。考察対象は，種々の制

約のため貿易関係に限定されざるをえない。なお

筆者は，コメコン以外の諸国とハンガリーの経済

関係，最近のハンガリーの対外経済戦略，コメコ

ン諸国とのドル建貿易等については別に論稿を発

表している。それらのなかには一部本稿と重複す

るものもあるが，本稿では可能な限り重複を避け

ている。したがって本稿と併せ，それらも参照さ

れたい（以下，りスト参照〉。

(1) 「ハンガリーと ECの経済関係」（ソ連東欧貿易

会編『コメコンと ECとの経済関係』 1983年）。

(2) 「ハンガリーにおける西側合弁事業の諸問題J

（『国民経済』〔悶民経済研究協会〕第118号 1983

年7月）。

(3) 「オイル・ショック後におけるハンガリーの対外

経済戦略JC『アジア経済』第25巻第5・6号 1984 

年5・6Jl)。

(4) 「ハンガリーと EC周辺諸国の経済関係J（ソ連

東欧貿易会編『欧州胤辺諸凶の対ソ連・東欧貿易』

1985年）。

(5) 「ハンガリーの対中国経済関係」（ソ遮東欧貿易

会編『ソ連・東欧と中国の経済関係』 1986年）。

(6) 「コメコン内ハード・カレンシー建経済取引の諸

問題」（『ソ連東欧資効調変月報』〔ソ連東欧貿易会〕

1985年12月）。

(7) 「コメコン・アウタルキー路線の限界と世界的闘

際分業路線の燥i綿一一強制重要因とジレンマ一一づ
（『社会主義粁済研究』〔社会主義経済研究会〕第8

4 

号 1987年4月）。

（注1〕 西側金融市場におけるコメコ γ諸国の資金

借入れは， BIS,IMF等による対ハンガリー金融支

援，東ドイツに対する西ドイツ政府保証金融支援を除

き， 1982～83年にはほとんど途絶えていたが， 84年に

再開され， 85年以降活発化した。と〈に昨年来，中南

米債務問題の深刻化を背景に，コメコン諸国の資金借

入れは，これら諸闘にとってまわめて有利な条件で実

現されている。

（注2〕 コメコン諸国が白園内での対西側合弁事業

に乗り出したのは 1970年代のことであり，ノ、 γガリ

ー，ルーマニアが先行し，ポーランドがこれにつづい

た。 1980年代に入るとまずブルガリ 7がこれに加わっ

たが， 86年にいたりチェコス日パキア，ソ速がこの方

向を明他にしたことで，大勢が決定された。今日外資

導入j去を持たない闘は，東ドイツのみである。

（注3) 鈴木輝ニ「コメコン“多国籍”経済組織，

企業法の形成と発展」（『社会主義経済研究』〔社会主

義経済紛究会〕第5号 1985年9月）を参照。

（注4〕 ソ迷合弁事業法の詳細は，「ソ速の合弁企業

法制定」（『ソ連東欧経済速報』〔ソ連東欧貿易会〕第

697号 1987年2月15日）を参照。

（注5) コメコンがECとの協力の可能性をはじめ

て表明したのは1962年の 7ルシチョフ演説であったと

されるが，公式の呼びかけは72年の全ソ労組大会での

プレジネ 77.演説においてであった。これを受けコメコ

γ・ EC交渉が開始されたが，この交渉自体は，ソ迷

の77ガzスタン侵攻をきっかけとする東西間の関係

冷却化の下， 1980年にいったん中断された（以上の交

渉過程については，鈴木輝ニ「社会主義闘際経済法の

新展開（二〉一上」〔『得川法学』第4巻第 1号 1984年

7月〕を参照）。しかし1985年6月に開催されたコメ

コソ第40回総会においてコメコ γ1111が改めて交渉詳開

を呼びかけたのを契機に，交渉の第2ラウ γ ドが開始

された。

（注6〕 平泉公雄「オイル・ショッタ後におけるハ

γガリーの対外経済戦略J（『アジア経済』第25巻第

5・6-li予 1984年5・6月）参照。

（注7) 玉H丸公雄「コメコン・アウタルキー路線の

限界と世界的凶際分業路線の展開一一強制l重要閃とジレ

ン？一一J（『社会主義経済研究』現＇！ 8号 1987年4

月〉参照。



Ⅰ　対コメコン貿易の位置
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I 対コメコン貿易の位置

ハンガリーの対外貿易においてコメコン諸国

（以下， とくに指示がないかぎり，ソ連，東ドイツ，チ

ェコスロパキア，ポーランド，ブノレガリア，ルーマニア

の6ヵ国をさす〕が占めたシェアとそこでの収支関

係を示したものが第1図である。これによれば，

1985年現在，コメコン諸国のシェアは輸出で52.3

G，輸入で49.4訟であり，さほど高くない。しか

し同閣の輸出入グラフ線は， 1975年と76年の問で

非連続であり， 75年以前のグラフ線と76年以降の

ハソガリーの対コメコソ貿易構造分析 CI)

それの聞には（統計表示方式の変更による〉約10～11
ポイントの段差が生じている（グラフ上に表示した

76年の数値のうちかっこ内のそれは， 75年までの統計表

示方式にもとづき筆者が算出したもの〉。この段差を

もたらした統計表示方式の変更とは， 1975年まで

の貿易統計が為替フォリント（DFt）で表示された

のに対し， 76年以降は国内通貨フォリント（Ft〕で

表示されるようになったことを意味する。為替フ

ォリントは，貿易統計表示のためだけに使用され

た計算上の貨幣単位であり，貿易決済上実際に使

用される諸外貨単位（振替ルーブルやドル等〉とは金

平価レートで結合されていた。しかし為替フォリ

第1図ハンガリーの対外貿易に占めるヨーロッパ・コメコン6カ国のシェアおよびそこに
おける「輸出の対輸入比率」

（出所〉 KSH C中央統計局〕， KulkereskedelmiStatisztikai E1フ初nyv〔外国貿易統計年鑑Lブ
ダペスト，各年次版にもとづき作成。

（注〉輸出は FOBベース，輸入は CIFベース。

ラ
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ントと国内で実際に流通するフォリントとの関係

は硬味であり，為替フォリントによる貿易統計表

示は，経済分析上大きな障害となっていた。こう

した事情もあり，為替フォリントは1975年末をも

って廃止されたのである。為替フォリント表示か

ら｜省内通貨フォリント表示への転換によってコメ

コン諸国のシェアが10ポイント前後下落したこと

は，コメコン諸国との貿易決済に主に使用されて

いる振替ル｝ブルの西側交換性通貨（コメコン外諸

国との聞の主要決済手段〕に対する公式為替レ｝ト

が，ハンガリ一国内の価格体系を尺度として見る

限り，振替ルーブルを過大評価していたことを示

している。

さて， 1975年までの表示方式によれば，コメコン

諸国のシェアは，今日でも約60』立程度ということ

になろう。そこで，以下の考察では， 1975年以降の

グラフ線を分析の都合上，それ以前と連続する水

準まで引き上げつつ長期動向を見ることにする。

第1図から引き出される第1の特徴は，輸出入

線とも， 1962年以降緩慢ながら長期低落傾向にあ

ることである（むろんその過程で数年ごとの循環的と

もおぼしき変動が見られるが，ここではそれに立ち入ら

ない）。一方1962年以前には，きわめて急激な上下

変動があった。 1950～53年間の上昇， 54～55Cも

しくは56）年間の下降， 56(57）年以降62年までの上

昇がそれである。前2者の場合，シェア水準の変

動は，まさに 2～3年の問に20ポイント前後にも

及んだ。

以上のシェア変動過程は何によって説明される

か。結論を先取りすれば， 1953年までのシェア上

昇は，朝鮮戦争を背景とする各国一斉の強行的工

業化の下，陣営内の結束強化が進められた結果で

ある。また， 1954年以後のシェγ低下は，この工

業化過程で露呈した種々の並み（生活水準低下，部
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門間アンバランス等）のゆえに不可避となった一一一

同じく各国一斉の一一ー調整政策の下，コメコン諸

国聞の貿易関係が一時的に麻庫状態に陥ったため

である。さらにハンガリーの場合， 1956年事件が

貿易に対し大きな影響を及ぼした。 1957年におけ

る輸入シェアの急上昇は，コメコン諸問による集

中的な対ハンガリー援助を反映している。

その後1962年までのシェア上昇は，コメコン内

の貿易価格関係が好転したことによるものであろ

う（悩絡関係の推移は次号の本稿第V節を参照）。

1962年以降の長期低落は，基本的に対西側経済

開放化政策の進展に伴うものである。その際この

対西側経済開放化が輸入に先導されつつ進んだこ

とは，輸入線の低下の方が輸出線のそれに先行し

ていることから判明する。むろん，第 1図で1957

～60年， 69～70年を除き輸出線が輸入線よりつね

に高水準であったことからも知られるように，コ

メコン外諸国への依存が輸出よりも輸入において

より高いことは，むしろ1949年以降の一般的現象

であったとも言える。しかし，たとえば1956年以

前と62年以後とで事情が基本的に異なることは，

双方の時期における対コメコン貿易の「輸出の対

輸入比率」（輸入を100とする）の推移がまったく異な

ることからも明らかである。なぜなら1956年以前

の「輸出の対輸入比率」が一貫して100以上〈輸出

超過）であったのに対し， 62年以降のそれは輸出

超過と輸入超過が比較的ひんぱんに交代し，全体

としてかなり収支均衡がとれているからである。

このことは， 1962年以降における輸出入シェア聞

の格差拡大が，コメコン外からの輸入の，輸出を

上回る一方的拡大によってもたらされたことを如

実に物語っている。

対コメコン貿易における収支関係は，（1)1949～

56年間の出超期，（2)57～60年聞の入組期，（3)61～



Ⅱ　対コメコン・ドル建貿易の展開
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ハンガリーの対ヨーロッパ・コメコン6カ国貿易収支

（単位：即時まで100万為替フオリント）
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74年間の出入超交代期，（4)75～79年間の入超期，

(5)81年以降の出超期によって特徴づけられる。

1950年以降の5年ごと（例外的に6カ年〉について，

貿易収支額（輸出FOB建，輸入CIF建〉と「輸出の

対輸入比率」を見るならば第1表のとおりである。

ここから判明することは，以下の諸点である。

(1) 1950～55年間の出超幅， 56～60年の入超幅

は，輸入額に対しいずれも14.2;;i;に及ぶ巨額

なものであった。 1950～55年間の出超は，コ

メコン各国が全般的物不足状態にあったなか

で実現されたものであり，本質上，ハンガリ

ーからの資源「収奪」以外の何物でもなかっ

た。しかし第l表のデータによれば，こうし

た「収奪Jは， 1956年に勃発したノ、ンガリ一

事件の圧力の下，その後6カ年聞に「取り戻

された」ことが明らかとなるυ しかも興味深

い点は， 1950～55年間の「収奪J,56～60年聞

の「援助」が圧倒的にソ連の手によって遂行

されたことである。「収奪」の88.3;;i;，「援助」

の77.9f:ti:がそれであり，対ソ貿易における

1950～55年間の出超率は29.5;;i;, 56～60年間

の入超率は22.5~；i: という具1;!；・な水準にあった

のである。これに比し対東欧5カ国貿易は，

はるかにバランスがとれていた。

ノ、 γガリーの対コメコン貿易構造分析 CI)

107.2 
112. 8 
98.7 

(2) 1961～75年間には，対ソ，対東欧5カ国貿

易とも輸出入がほぼノミランスする状態にあっ

た。もっとも 5カ年集計では均衡しているも

のの， 1970年代に入って以降における年ごと

の変動は， 60年代のそれにくらべ，振幅が著

しく大きくなった点に特徴が見られた。

(3) 対コメコン貿易の収支関係は， 1976年以降

ふたたび均衡を喪失した。ここにおいても，

1950年代と同様，均衡破壊は対ソ貿易におい

て生じており，対東欧5カ閑貿易は均衡を保

持している。

(4) 注目すべきいまひとつの点は， 1961年以降

における，対ソ貿易と対東欧5カ国貿易の収

支関係が，例外なく対抗的に推移しているこ

じつまり前者と後者の出入超関係が逆転し

ていることである。なぜこのような構造が生

まれたのかは不明だが，可能性としては，各

国との貿易協定交渉の過程で，対コメコン貿

易を総体としてパランスさせようとする意思

が働いたことが考えられる。

II 対コメコン・ド／レ建貿易の牒開

第1表によれば，ハンガリーの対コメコン貿易

7 
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は， 1970年代後半に巨額の収支赤字を生じたもの

の， 80年代前半にはこれの約2.7倍にも及ぶ収支

黒字をもたらした。そこで問題となるのは，この

収支黒字がノ、ンガリーにとって何を意味したかで

ある。もしこの収支黒字が，単に簿上での振替ル

｝プル債権にすぎなかったとすれば，それは，ハ

ンガリーにとって，経済的負荷以外の何ものでも

なかったはずだ。だが現実には，この収支黒字は

もっぱら交換性通貨〈ハード・カレンシー〉形態に

おいて実現されたのである，この点を確認するに

は，対コメコン貿易を決済通貨別に見ることが必

要である。ところが残念なことに，ハンガリーの

貿易統計は，取引相手国別の決済通貨別貿易額を

公表していない。つまり対コメコン貿易の決済通

貨別構成を直接把握することは不可能である。そ

れにもかかわらず筆者が上記の結論（1980年代前

半の収支黒字はハード・カレンシーによるものという結

論）を引き出したのは，一定の操作にもとづきこ

れを推定しえたからである。

推定の第一歩は，ハンガリーのルーブル建貿易

額と対コメコン貿易額（第1図）の聞に，ある時期

から顕著な蒋離が生ずるにいたったことである。

ハンガリーの対外貿易に占めるルーブル建取引の

シェアとそこでの「輪出の対輸入比率」は，第2

図のとおりであった。との図において一目瞭然な

ように，ループル建貿易の収支関係は， 1975年以

降84年まで一貫して赤字である。対コメコン貿易

は全体として1980年以降黒字であったから，第1

図と第2図の間の君事離は，ループル以外の通貨

（つまりハード・カレンシー）による黒字であった

と考えざるをえないであろう。

ここで第1図と第2図の輸出入シェア線を重ね

て見るならば，第3図のようになる。これによれ

ば，コメコン6カ国のシェアとルーブル建取引の

シェアの聞には1973年以降大幅な講離（斜線部分〉

が生まれている。これは，対コメコン・非ルーブ

ル建取引（輸出入）にほぼ対応する。「ほぼ」と言

うのは，実際の対コメコン・非ループル建取引は，

第3図の斜線部分よりも大きいからである。なぜ

なら，第3図上の「ループル建比率」線には対非

コメコン・ルーブル建取引分も若干ながら含まれ

ており，この部分だけ「ノレーブ、ル建比率」線が上

方に押し上げられているからである。 「ノレーブ、ノレ

建比率」線の方が「6カ国シェアJ線を上回ると

いう現実には起こりえないことが，第3図上で生

じているのもまさにこのためである。

いずれにせよ第3図からわれわれは，ハード・

カレンシー建（以下，ドル建〕対コメコン貿易が，

第2図ハンrガリーの対外貿易に占めるループツレ建取引のシJェアおよび「輸出の対輸入比率J

輸
出
入
の
シ

ア
（
%

（出所） 第1凶とi筒じο
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ハンガリーの対＝メコン貿易構造分析〔I〕

第3図ハンガリーの対外貿易におけるルーブル建比率とヨーロッバ・コメコン6ヵ国シェアのZ距離
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（出所〉 第1図と同じ。

1973年以降本格化したことを知った（むろん，これ

以前にもわずかながら存在した〉。

しかしコメコン諸問とのドル建貿易をもっと正

確に把握する方法はないものであろうか。これに

応えるべく行なったのが次の操作である。すなわ

ち，対社会主義国取引額（公表データ）からループ、

ル建取引額（公表データ）を控除することによって

社会主義圏ドル建取引制を算出し，次いでこれか

ら対ユーゴスラビアおよび対中国貿易額（全額，

「ドル建」とみなす〉を控除することで，対「コメ

コンドドル建貿易額を推定するというのがそれ

である。むろんこれとて対コメコン6カ国・ドノレ

建貿易額として正確なものではない（かっこっき

「コメ口ン」の表現を使用するのはそのため〉。なぜな

ら，（1）「6カ国J以外のコメコン加盟諸国（キュ

ーパ，モンゴノレ，ベトナム〕およびユーゴスラビア，

中国以外の非コメコン加盟社会主義諸国とのドル

建貿易額も含まれる，（2）非社会主義諸問とのルー

ブ、ノレ建貿易分（1985年現在総輸出の0.18＼：；，総輸入の

0.09窃〉だけドル建貿易総額が現実より過小に表

示されるからである。

以上のような限定づきながら，対「コメコン」

貿易におけるドル建比率とそこでの「輸出の対輸

入比率」を算出した結果が，第4図である。これ

によれば，ドル建比率は， 1972年以前においても輸

出でH1王前後，輸入で5広前後を占め，漸次上昇す

る傾向にあった。しかしそれは1973～74年間にー

にはね上づている（1974年現在，輸出の14.8お，輸

入のlOf，；：）。その後下落し，最下降時には輸出で9.2

住 (1978年〉，輸入で1.9~＼不（1983年〉まで落ち込ん

だが，輸出では1979年以降ふたたび上昇し，ピー

ク時（1981年）には19.3院をマークした。もっとも

1982年以後ふたたび下落し， 85年現在では11.6若手

である。一方輸入においては， 1984年以後上昇し

つつあり， 85年現在のそれは6.0~に達している。

輸出ドル建比率ラインの2度にわたる上昇・下

降，輸入ドル建比率ラインの， 1974年にむけての

上昇とその後83年にかけての下務，およびその後

の上昇といった急激な変動が何によってもたらさ

れたかは，品目構成の検討なしには理解できな

9 
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ハンガリーの対「コメコン」貿易におけるドル建比率と F輸出の対輸入比率」

, 1,o_oo 

第4殴

20 

50 
8511'-

メコン」・ドノレ建貿易は 1131億ブォリントもの収

この支黒字を生み出したことが判明するだろう。

この点は第3,4表を説明する際にあわせて

取り上げる。

対「コメコン」・ドル建貿易の収支関係は終始大

U、。

ドル換算で33億2200万ドルに相当し収支黒字額は，

た（フォリントの対ドノレ・レートは， 1981～85年聞に

34. 41 Ft／ドル均通ら49.96Ft／ドルに切り下げられている〉。

ちなみに同時期のドル建貿易（対非社会主義圏取引

を含む）は，全体で718億フォリントの収支黒字を

出したにすぎないο つまりハンガリーのドル建質

ヲー

」

れがとくに著しくなった。 1982年の「輸出の対輸

入比率Jは，実に967［下にも達したのである。

1980～85年間について対「コメコン」・ドル建

貿易とその収支関係を実額ペースで見れば，第2

表のとおりである。先に（第l表）われわれは，

幅な出超である。 1980年から82年にかけては，

ひとえに対「コメ

コン」・ドル建貿易のおかげであq た。

対コメコン・ルーブノレ建貿易が赤字であるなか

易全体が黒字となりえたのは，

ハンガリーの対コメコン貿易が1981～85年間に全

体として 631億フォリントの累積黒字を得たこと

を知ゥたが，第2 「コメコン」・ドル建貿易が巨額な収支黒字で対同期間中に対「コよれば，

IO 
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ハンガりーの対コメコ γ貿易構造分析 (I)
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入事会

100.0 

（出所〉 第1図と同じ。
（注） 本来，品目構成がマイナスになることはありえないにもかかわらず，表中にマイナス数値があるのは， ドノレ
建貿易額推計の際に按徐項目として使用したルーブル建貿易額のなかに，わずかながら対非社会主義圏ルーブ
ル建取引額が含まれているためである。

100.0 100.。100.0 百品全

この品目グループ自体の貿易収支関

係は，ハンガリー側の出超である〔1981～85年平均で出

超率14.2伝〕）。食料類の出超額は 1178億フォリン

ト(1981～85年合計）に及んでいるe 食料類は，対

「コメコン」輸出におけるドル建比率が高い点で

も抜きんでている。品目別のドル建比率は，第4

表のとおりであるが，食料類のそれは，恒常的に

40伝を超えているのである。

も原材料等の場合，これを理解す

るには，対「コメコンドドル建貿易黒字がいかな

る品目グルーフ。において生じたかを失!lる必要があ

対「コメコン」・ドル建貿易と収支

（単位：億フォリント，かっこ内100万ドノレ〉

1 1984 I 1985 

I ，脳9 I 2臼 6
71. 0 I 122. 5 
213. 9 I 141. 1 
(442.の I c2a2.4) 

なぜであろうか。を出しえたのは，

以上から言えることは，対「コメコン」・ドル建

における収支黒字が，事実上すべて食料貿易

しかも食料貿易

コメコ

I I 

から得られたということである。

におけるドル建比率がとくに高いことは，

対「コメコン」・ドル雄貿易額を推計する際

に用いたのと同様の方法によって算出した品目別

のドル建貿易額にもとづき，対「コメコン」・ドル

建貿易の品毘構成を示すならば，第3表のとおり

である。

第3表によれば，対「コメコン」・ドル建輸出の

阻倒的部分（1981～85年平均で82.61；）は，食料類で

ある。一方ドル建輸入の主力は， 1983年までは原

材料等， 84年以降はエネルギーであった（もっと

る。
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（注） マイナス数値の意味については，第3表の（注〉を参照。

6.0 3. 7 1. 9 2.0 4.8 4. 1 自品全

と， 84～85年間にかなり回復したが，

年現在の輸入量はほぼ80年なみ（1979年比では4.4

それでも85ン市場における食料貿易が輸出国にとってきわめ

なぜ有利な

ソ連におけ

て有利な状況にあることを意味する。

のか。言うまでもなくその背景には， しかるに対「コメコン」・エネぶ減〕にすぎない。

1980年の4.6ルギー輸入におけるドル建比率は，

広から 85年には 12.8伝にも上昇しているのであ

このことは，少なくとも1985年には，従来ルる。

ーブ、ル建で輸入されていたエネルギーの一部がド

これ

こうなぜなら，

した転換がさらに進行すれば，振替ルーブルを基

軸通貨とするコメコン内貿易決済システム自体が

ル建決済に転換されたことを物語っている。

の意味するところは重大である。

ガリーの対コメコン食料輸出の大部分 (1983年現

在， 72.7f＇.，；：）がソ連むけであることからも明らかで

ある。先に（第4図参照）われわれは，対「コメコ

ン」・ドル建輸出比率が2度にわたって急激な上

昇，下降を辿ったことを確認したが，これも基本的

に食料輸出のドル建比率が変動した結果であり，

このことは，ハンる食料問題の深刻化があった。

ソ連の食料問題を主要原因としこの変動自体は，

というのは，

ハンガリーの対コメコン・ルーブル建貿易は機械

類（輸出〕とエネルギー（輸入〉の交換を軸に構築

崩壊する可能性を苧むからである。

予

」エネルギー輸入のドル建化は，されているが，

の構造を根底からくつがえさざるをえないからで

エネルギー

ソ連の-fjljjから見ても歯止め

ある。もっともそうであるからこそ噌

輸入のドル建化には，

量i土， 1972年， 75年lこ大凶作に見舞われ， 79年以

降はほぼ恒常的な低迷状況にあったからである。

第3,4表で注目されるいまひとつの点は，対

「コメコン」・ドル建輸入におけるエネルギーの

シェアとこの品目のドル建比率が1984～85年に急

上昇をとげたことである。ハンガリーの対コメコ

ン・エネルギー輸入量〈数量ベース）は1979年を

ソ連の穀物生産ていたのである。周知のように，

コメ

が存在するのかもしれない。

コメコン内ドル建貿易は，いずれにせよ，その後83年まで大幅に減少したあピークとし，

12 
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ハ γガリ｝の対コメコン貿易構造分析 (I)

貿易形態においてもとり行なわれている。本節で

この貿易形態に検討を加える。は，

台、

つ，振替ルーブルによる決済通貨システムが苧む

諸矛盾を解決するためのー形態である。

コン圏への資本主義世界市場の浸透であり，

コメコン諸国との仲継貿易は，第5表に示され

ここから明らかなように，対

コメコン貿易に占める仲継貿易の割合は，輸出

で3.3fii=，輸入で1.4f,; Cいずれも1981～83年平均〕で

あれそれほど大きくない。また1981～83年には

輸出におけるシェアが輸入におけるそれを上回っ

るとおりであった。

仲継貿易の独自の役割

2国間での直

E
 

ハンガリーの対コメコン貿易は，

接貿易形態のみでなく，第3闘を媒介とする｛中継

1981～83 

（単位：i時瓶詰影北：）
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〈出所〉 第1図と同じ。
〈注〕 1975年のl為替フォリントは76年当時の4.58フォリントにほぼ対応する。
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ていたが， 70年代中葉には（正確には1977年まで〉

逆であった。したがって収支関係も， 1978年まで

は赤字であったが， 79年以降黒字化し，その後も

黒字幅を拡大しつつある。

対コメコン仲継貿易は，社会主義務国が媒介す

るものと非社会主義諸国が媒介するものに分かれ

るが，輸出入いずれにおいても非社会主義諸国を

媒介聞とするものの方が主導的である（1981～回

年聞については，輸出で68.6もな，輸入で67.7広〕。そこ

で，まずこれから見ていこう。

非社会主義国を仲継国とする場合，決済通貨は

ノ、ード・カレンシーのはずである。そこで，対

「コメコン」・ドノレ建貿易に占めるこれの割合を見

るならば，輸入においては当初から（表上， 1975年

以来〕無視しえぬ水準（20～30/I+〕にあり，輸出に

おいても急速にシェアを高めつつある（1981～83年

平均で12.6~~~） 0 輸出におけるシェアが低いのは，

対「コメコン」・ドル建輸出の主力である食料がほ

とんどソ連むけであり，しかもこれが2国間協定

（「穀物・食肉協定」）にもとづく（つまり直接貿易〉た

めであろう。これを除けば，輸出においても仲継

貿易のシェアが大幅に上昇するはずである。ま

た，社会主義諸国を通じる仲継貿易のうち，ユー

ゴスラビア仲継のそれはドル建決済である。ユ〕

ゴ、スラピアによる仲継貿易は， 1970年代後半に

は，とくに輸出分野においてかなりの規模に上っ

た (1976～80年合計で8億9990万ブォリシト〉のであ

り，これをも加えれば，対「コメコンJ・ドル建貿

易に占めるイ中継貿易の割合はさらにt昇したはず

である。

そこで問題となるのは，本来当事 Fi~ （コメコン

加盟悶）にとゆで直接貿易の方が疑いなく有利な

はずにもかかわらf，コメロン加盟国間貿易に非

社会主義国が介在する〔しかも仲継貿易のなかで，こ

14 

れが主導的である〉のはなぜかという点である。答

えはニつである。第1は，コメコン市場がしばし

ば不透明であるため，パートナー諸国における特

定品目の不足・過剰情報を酋側商社の方が迅速に

キャッチすることが多いということである。第2

は，コメコン内パートナーに対しドル建支払いを

要求しにくい場合，西側商社をダミーとして利用

するケースが生ずることである。 1970年代後半の

仲継輸入において主要原産国だった（対象品目はエ

ネルギー）ソ連の場合，この点がとくに重要だった

と思われる。

社会主義諸国を通じるイ中継貿易に目を転じよ

う。第6表によれば，この種の貿易は，輸出が年

平均10億フォリント台，輸入が4億ブオリント程

度であり，前者は漸減，後者は漸増を示してい

る。収支は圧倒的に出超であり，既述のユーゴス

ラビア｛中継分を除いてもこの点に変わりはない。

究極的取引先（仕向閣もしくは原産国〉のなかで

はチェコスロパキアが最大であり， 1970年代後半

には東ドイツが， 80年代初顕にはポーランドが，

これに次ぐ地位をr5めた。

仲継国としては，輸入分野ではソ連が一貫して

圧倒的シzア (1976～80年平均で89.7店1~. 81～83年平

均で99.7fな）を占めている。輸出分野においても

1976～80年間にはソ連が67.1 ／，~j: のシェアを示した

（他にユーゴスラピアが15.7伝，ブルガリアが11.7i~i:, 

東ドイツカl3.0fi:)o しかし1981～83年にいたってソ

連のシェアは32.7駄に低下し，代わって東ドイツ

(33.0お），ルーマエア（16.5~li:），チェコスロパキ

ア（8.8/I+〕が拍顕している。

コメコン諸問が仲介する｛中継貿易は，披替ルー

ブルで決済きれていると見てよい。そうだとする

ならば，コメコン内ルーブル建貿易のなかに｛中継

貿易があえて存夜しなければならない理由は何で
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あろうか。

考えられる第1の理由は， 2国間ルーブル建貿

易で生じた収支不均衡を｛中継貿易を通じ部分的に

解消することが可能なことである。たとえばハン

ガリーは， 1976～80年聞に対ソ貿易において 252

信フォリントの収支赤字（ルーブル建取引に限れば，

収支赤字はもヮと大きい〉を出したが，他方，ソ連を

通じる仲継貿易において約20億フォリントの収支

黒字を実現した。このことは，ルーブル建対ソ貿

易による赤字を，資金ベースでは，ソ連媒介の仲継

貿易黒字分だけ圧縮しえたことを意味している。

そればかりではない。上記20億フォリントのソ連

媒介仲継貿易黒字のうち約14億フォリントは，究

徳的にはチェコスロパキアからもたらされたもの

であったが，この間に対チェコスロパキア貿易

は，総額約83億フォリントの収支黒字を出してい

るのである。すなわち対チェコスロパキア収支黒

字83億ブオリント中14億フォリントは，もし直接

貿易形態であれば直接に対チエコスロパキア債権

となったはずだが， ソ連を経由させることによ

り，対ソ債権に切り替えることができたのだ。結

局ハンガリーは，仲継貿易を利用することによ

り，対ソ債務と対チzコスロパキア債権を同時に

縮小させる（相殺する〉ことに成功したわけであ

る。 3閤聞におけるこうした債権・債務の一一イ中

継貿易を通ずる一一同時縮小は， 1981～83年間の

東ドイツ媒介の｛中継貿易においても見られた。

f中継貿易は，コメコン内経済援助の肩代わり手

段としても利用されている。たとえば1981～83年

間にハンガリーは，イ中継貿易を通じポーランドに

約29億フォリントの輸出を実現したが，そのうち

16億5000万フォリントが東ドイツ， 7億9000万フ

ォリントがソ連， 4億2000万フォリントがチェコ

スロパキアを経由するものであった。その結果こ

ハンガリーの対コメコ γ貿易構造分析 (I〕

れらの仲継諸国は，ポ｝ランドに対する物的援助

を，資金ベースでは自ら引き受けつつ，素材ベー

スではハンガリーに肩代わりさせることができ

た。これに伴いソ連，東ドイツは，ハンガリーに

対する過去のルーブル建累積債権を圧縮すること

にも成功した。チェコスロパキアの場合も，他の

コメコン諸国を通ずる対チェコスロパキア仲継貿

易が1981～83年間には全体として4億2000万フオ

リントの入超であったから（ただし，これをも含む

対チェコスロパキア貿易収支全体は，約29億フォリント

の黒字〉，素材ベースで考えれば，仲継貿易に関す

る限り収支均衡を実現しえたのである。

以上のように，コメコン諸国経由のコメコン内

仲継貿易は， 2国間貿易協定に立脚する貿易シス

テムから不可避的にもたらされる貿易不均衡関係

を，少なくとも資金ベースで部分的に緩和するメ

カニズムとして機能している。むろん2国間貿易

が厳格な収支均衡原則にもとづき運営されるなら

ば，貿易不均衡は生ぜず，したがってかかる仲継

貿易も不要なはずである。しかし厳格な2国間収

支均衡化は，輸出能力の低い闘の水準まで貿易規

模が抑制されるという欠陥を伴わざるをえない。

このジレンマを克服するには，コメコン内貿易を

2国間主義から多角的システムに移行させればよ

いはずだが，現実が，それからはるかに遠いことは

周知のとおりである。こうして， 2国間主義的貿

易システムに伴う矛盾の解決メカニズムとして，

かくも回りくどい方式が形成されたのであった。

コメコン内・ドル建貿易の場合と問様，コメコ

ン内仲継貿易もまた，コメコン貿易システムの矛

盾の集約的表現であると同時に，それを処理する

ためのかなりグロテスクな形態である。

（続く〉

（アジア経済研究所地域研究部〉

Zラ


	はじめに-問題の所在-
	I 対コメコン貿易の位置
	II 対コメコン・ドル建貿易の展開
	III 仲継貿易の独自の役割



